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建設常任委員会に付託された事件について、審査した結果を御報告いたします。 

 

認定第 １号 令和４年度岩国市一般会計歳入歳出決算の認定について 

 

 本件のうち、本委員会所管分は、慎重審査の結果、認定すべきものと決しまし

た。 

 

認定第１０号 令和４年度岩国市駐車場事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

認定第１１号 令和４年度岩国市工業用水道事業会計決算の認定について 

認定第１３号 令和４年度岩国市下水道事業会計決算の認定について 

認定第１４号 令和４年度岩国市簡易水道事業会計決算の認定について 

認定第１５号 令和４年度周陽環境整備組合一般会計歳入歳出決算の認定について 

 

 以上５件は、慎重審査の結果、認定すべきものと決しました。 

 

議案第５８号 令和４年度岩国市水道事業会計利益の処分及び決算の認定について 

 

 本議案は、慎重審査の結果、原案妥当と認め可決及び認定をすべきものと決しま

した。 

 

議案第５９号 令和５年度岩国市一般会計補正予算（第４号） 

 

 本議案のうち、本委員会所管分は、慎重審査の結果、原案妥当と認め可決すべき

ものと決しました。 

 

議案第６５号 令和５年度岩国市駐車場事業特別会計補正予算（第１号） 

議案第７０号 岩国市法定外公共物管理条例及び岩国市道路占用料徴収条例の一部

を改正する条例 

議案第７１号 岩国市営住宅条例の一部を改正する条例 

 

 以上３議案は、慎重審査の結果、原案妥当と認め可決すべきものと決しました。 
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それでは、審査の状況について、御報告いたします。 

 

認定第１号 令和４年度岩国市一般会計歳入歳出決算の認定についてのうち、本

委員会所管分の審査におきまして、 

 

環境衛生費の動物保護管理事業の飼い主のいない猫の不妊・去勢手術費助成金に

関し、委員中から、「本助成金の各年度の決算額が予算額の半分にも達していない

のは、市民にとって制度が利用しづらいからだと言わざるを得ないが、担当課とし

てどのように考えているのか。」との質疑があり、 

 

当局から、「利用者等からの様々な意見を受け、令和３年度に手術後の耳のカッ

トを義務付けしていたものを推奨に改め、今年度からは、保護器の貸出制度を設け

るなど、より利用しやすい制度に改めている。」との答弁がありました。 

 

これを受けて委員中から、「努力されたことはよく分かるが、この程度ではとて

も制度を改善したとはいえない。助成金の実績が低いのは、制度上、申請時に猫を

保護する前の写真や地域住民の署名が必要なこと、申請できない期間があること、

最終的に飼い猫にしなければならないことなど多くの要件が弊害となっているため

であり、全面的に要件を緩和すべきではないか。」との質疑があり、 

 

当局から、「写真及び署名の要件については、助成対象の猫であることを確認す

るのに必要であると考えている。申請期間を限定しているのは、繁殖期を考慮して

設定したが、改めて専門家等に意見を聞き検討していきたい。飼い猫にするという

要件については、猫の安全や周辺の生活環境の改善を考慮し設けている。しかしな

がら、個人の飼育する頭数にも限界はあり、譲渡先を見つけることも容易でない現

状にあることから、飼えない場合でも利用しやすい制度を整備する必要があるため、

今後検討していきたい。」との答弁がありました。 

 

これを受けて委員中から「現行の厳しい要件には、飼い主のいない猫であること

を確認するなどの理由があることは理解したが、余りにも慎重すぎる。せっかく良

い制度があるのに、手続きが面倒なため市民が利用をためらうのはやはり問題であ

る。ここはもっと市民を信用して、使い勝手のよい制度となるよう、思い切った改

正をし、実際に運用した上で、問題が生じれば、必要に応じて見直していくべきで

はないか。」との提言がありました。 

 

続いて委員中から、「先日、猫の殺処分ゼロを目指す議員有志の会 15 名の会員で、

市に飼い主のいない猫を保護する取組強化を要望した。そのうえで、まずは飼い主

のいない猫を捕獲して、不妊・去勢手術後に、元の場所に戻すＴＮＲ活動を、市と

して保護猫活動団体と協働して取り組む考えがあるのか。」との質疑があり、 
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当局から「市としても、殺処分される猫を少なくするためにも、ＴＮＲ活動は重

要であると考えているため、今後、本活動について市民の理解を得るための周知と、

活動される個人や団体への支援や、地域住民、保護団体、行政が協働していくため

の環境整備につき研究してまいりたい。」との答弁がありました。 

 

 

次に、土木費の道路橋りょう費に関し、 

 

委員中から、災害時や平常時の点検、修繕などの業務におけるドローンの活用実

績について質疑があり、 

 

当局から、「台風の被害発生時において、二次災害防止のためにドローンで空撮

した画像や映像により、人が立ち入れない被災現場で行う速やかな状況確認、また、

容易に近づけない橋梁の点検や補修後の経過確認、護岸洗掘の状況調査及び各種事

業に係る調査や広報写真の撮影など、様々な分野で活用している。」との答弁があ

りました。 

 

これを受けて、委員中から、「橋梁点検において、人が直接行う目視の点検とド

ローンを活用した点検ではどのような違いがあるのか。」との質疑があり、 

 

当局から、「国や県の定める点検要領に基づき、人が接近して行う目視や打音判

定などによる確認を行っている。その一方、ドローンを使用した点検では、映像に

よる診断のため確認が難しい場合があり、それだけでは不十分な状況である。しか

しながら目視点検が難しい場所においては、一次調査の中で試行的にドローンを使

用しており、点検の省略化や交通規制の短縮などの成果があったと判断をしている。

そして、現在、点検に係る新技術の開発が進んでおり、人が接近して行う目視を補

完できる方法として実証されれば、ドローンを使用した点検が将来的には可能にな

ると考えている。」との答弁がありました。 

 

 

 本議案のうち、本委員会所管分につきましては、慎重審査の結果、全会一致で可

決すべきものと決しました。 

 

なお、そのほかの案件につきましては、特に申し上げるべきことはございません。 

 

以上で、建設常任委員会の審査報告を終わります。 


